
令和２年度「宮崎市地方創生総合戦略」の重点プロジェクトの取組（案）

事業名 担当課

　　　若者ステップアップ・定着支援事業 商業労政課
　　　事業バトンタッチ支援事業 商業労政課
　　　まちなか活性化推進組織運営支援事業 商業労政課
【新】まちなか企業立地チャレンジ事業 商業労政課
　　　バングラデシュＩＴ技術者雇用促進事業 工業政策課
　　　情報サービス人材の発掘と育成支援事業 工業政策課

事業名 担当課

　　　新規就農者確保・育成支援事業 農政企画課
【新】新規就農者地域定住支援モデル事業 農政企画課
【新】農業後継者確保・育成支援事業 農政企画課
　　　新規就農者施設園芸用ハウス整備事業 農政企画課
　　　みやざきの農産物等海外販路確立事業 農政企画課
【新】宮崎の豊かな食材海外ＰＲ事業 農政企画課
　　　強い農業づくり交付金事業 農業振興課
　　　農産園芸用資機材導入支援事業 農業振興課
【新】チャレンジ！施設園芸資機材導入支援事業 農業振興課
　　　ＩＣＴ活用型農業モデル確立事業 農業振興課
　　　農作業受託組織機械導入支援事業 農業振興課
【新】新規漁業就業者確保支援事業 森林水産課

事業名 担当課

　　　東京オリンピック･パラリンピックホストタウン事業 企画政策課
【新】チンタオ市観光プロモーション事業 観光戦略課
　　　インバウンド誘客推進事業 観光戦略課
　　　神話・観光ガイド支援事業 観光戦略課
【新】青島ビーチパーク景観整備事業 観光戦略課
　　　みやざきフェニックス・リーグ開催支援事業 スポーツランド推進課
　　　三球シャトル運行支援事業 スポーツランド推進課
　　　トライアスロンＷ杯宮崎大会開催支援事業 スポーツランド推進課
【新】福岡ソフトバンクホークス公式戦開催支援事業 スポーツランド推進課

　　　記紀編さん関連商品開発支援事業 商業労政課
　　　ガーデンツーリズム促進事業 景観課

　宮崎市地方創生総合戦略プロジェクトには、施策の実効性を高めるため、選択と集中の観点を踏まえ、分野横断的な取組となる「重点プロジェクト」を設定している。平成３０年度を始期とする第五次宮崎市総合計画にも同様の
趣旨で、「戦略プロジェクト」を設けており、平成３０年度以降、両プロジェクトの取組を一致させ、効率的、かつ効果的に展開している。

※ 位置づけている事業は、現時点のものであり、令和２年度当初予算案に基づき、必要な修正を加えていきます。

１　クリエイティブシティ推進プロジェクト

　地域に新たな雇用やビジネスを創出し、多様な働き方や雇用環境の改善を促すとともに、地域と連携したキャリア教育を推進することで、人材の
育成や定着を図り、地域経済の活性化につなげていく。

重要
施策

①地域との連携による人材の定着と流入の促進
②地元産業の成長と新たな市場開拓につながる
創業の支援

③中心市街地における雇用と価値の創出

２　フードシティ推進プロジェクト

　基幹産業である農業の生産基盤を維持するとともに、豊かで良質な農畜水産物を生かしたフードビジネスを推進し、販路や交流人口の拡大を図る
ことで、ブランド力を向上させていく。

重要
施策

①新規就農者の育成と定着の促進 ②農業の生産性の向上
③食を生かした取組による販路と交流人口の拡
大

３　観光地域づくり推進プロジェクト

　観光資源を磨き上げ、観光ルートの形成や受入体制の充実を図ることで、広域的な観光地域づくりを推進するとともに、東京オリンピック・パラ
リンピック競技大会の開催等を見据え、プロスポーツキャンプ・大会等に受け皿となるインフラや受け入れのノウハウ等を生かし、新たなファンの
獲得に向けて、「総合スポーツ戦略都市みやざき」の取組を推進していく。

重要
施策

①観光資源のブランド化の推進 ②新たなファン獲得に向けた連携や交流の推進 ③総合スポーツ戦略都市みやざきの取組の推進

【新】東京オリンピック
　　　・パラリンピック等宮崎合宿受入事業

スポーツランド推進課

概要

　地元企業等の雇用環境の見える化を推進し、
多様な手段による情報発信を行うほか、教育機
関や地元企業等との連携により、地域資源を生
かしたキャリア教育の推進、地域や企業ニーズ
に合った人材の育成、企業の経営者の経営能力
や従業者のスキルの向上を図るとともに、外部
からの人材登用を促進する。

　高い収益力を持つ中核企業の経営を強化し、
中小企業等の生産性の向上や円滑な事業承継を
促進することで、労働力を確保するとともに、
新たな市場の開拓に目を向けた創業を支援す
る。

　ＩＣＴ関連企業等の立地やベンチャーの起業
などを支援し、遊休不動産の利活用を促進する
ことで、雇用やにぎわいを創出し、中心市街地
の価値を高めるとともに、効果的な情報発信に
より、民間投資の誘発を図る。

概要

　新規就農に向けた情報発信を強化し、農業後
継者を含む新規就農者を育成するとともに、多
様な営農形態を確立することで、新規就農者の
早期の経営安定化や定着を図る。

　農業生産において、ＩＣＴを活用し、省力化
や生産性の向上を図るとともに、遊休農地を有
効に活用し、農地の集約や大規模化を図る。

　豊富な農畜水産物を生かし、異業種間の連携
を強化することで、消費者ニーズに合った商品
等を開発するなど、更なるブランド化を推進す
るとともに、物流体制を確保し、農畜水産物や
加工品の競争力を向上させるなど、食を生かし
た取組を推進することで、国内外への販路や交
流人口の拡大を図る。

概要

　観光地「青島」の素材を磨き、「一ツ葉」地
域の観光資源を結びつけるとともに、「ニシタ
チ」との回遊性を確保し、ブランドイメージを
高めることで、交流人口の拡大と滞在性の向上
を図る。

　広域的な観光地域づくりに向けて、地域資源
を生かしたツーリズムを創出し、観光資源のブ
ラッシュアップを図るとともに、観光地や宿泊
施設等での観光客の利便性を高めるなど、受入
環境を向上させ、効果的に情報を発信すること
で、新たな観光産業や交流を生む基盤づくりを
推進する。

　東京オリンピック・パラリンピック競技大会
の開催を見据え、スポーツキャンプや合宿、大
会等を誘致し、認知度のあるプロスポーツキャ
ンプ等を生かして、誘客効果の高い取組を推進
する。

資料１－３



事業名 担当課

　　　保育士等確保・定着促進事業 保育幼稚園課
　　　子ども食堂ネットワーク応援事業 子育て支援課
　　　地域の子ども支え合い事業 子育て支援課
　　　宮崎大学医学部小児科寄附講座運営支援事業 保健医療課
　　　あたたかな人間関係づくりサポート事業 学校教育課
　　　学力・生活状況抽出調査事業 学校教育課
【新】帰国・外国人児童生徒サポート事業 学校教育課
　　　小中学校外国語教育推進事業 教育情報研修センター

事業名 担当課

　　　移住・定住支援事業 企画政策課
　　　みやざきＩＪＵ（移住）・定住促進事業 企画政策課
【新】「関係人口」創出モデル事業 企画政策課
　　　地域防災リーダー育成推進事業 地域安全課
　　　地域のお宝発掘・発展・発信事業 地域コミュニティ課
　　　地域まちづくり人材スキルアップ事業 地域コミュニティ課
　　　地域まちづくりアドバイザー派遣事業 地域コミュニティ課
　　　ぐるみん宮崎推進拠点事業 介護保険課
　　　住民参加型介護予防・生活支援推進事業 介護保険課
　　　空き家等対策推進事業（まちなか地域モデル事業） 建築住宅課

※ 位置づけている事業は、現時点のものであり、令和２年度当初予算案に基づき、必要な修正を加えていきます。

４　子ども・子育て推進プロジェクト

　子どもや親に幸せの実感が得られるよう、安心して子どもを産み、育てやすい環境を整備するとともに、子どもの生涯にわたる人格形成の基礎を
培い、子どもたちが夢や希望をもち、自ら未来を切り拓いていけるよう、学校教育の充実を図る。

重要
施策

①子育て家庭の負担の軽減 ②多様な幼児教育・保育サービスへの対応 ③次代を生き抜く感性豊かな子どもの育成

５　地域コミュニティ活性化プロジェクト

　複雑・多様化する地域課題の解決に向け、担い手となる人材を育成し、地域の多様な主体の連携を強化するとともに、ビジネスの手法等を用いた
地域の自主的、かつ持続的な取組を促進することで、自律性の高いコミュニティを形成していく。
　また、関係機関や関係団体と協力して、移住相談や移住者のフォローアップを行うとともに、産業や地域振興などの取組と連携し、空き家等の既
存ストックの流通を促進していく。

重要
施策

①多様な主体による公共サービスの提供
②移住ネットワークの構築と移住者の定着の支
援

③既存ストックの流通の促進

概要

　安心して妊娠や出産ができる環境を整備する
とともに、子どもの健康保持や学習機会の提供
などに係るサービスを利用しやすくするほか、
相談機能を充実し、子育てにおける負担を軽減
することで、子育てしやすい環境の充実を図
る。

　多様なライフスタイルや社会情勢の変化に柔
軟に対応するため、保護者の就労形態に応じた
保育サービスを充実させ、就業者が多く保育
ニーズの高い中心市街地の保育環境の整備を促
進するとともに、保育士等の処遇改善に向け
て、多面的な支援を行うほか、関係団体と連携
し、保育士等の人材確保や質の向上を図る。

　子どもたちが、豊かな人間性と人格を形成
し、将来、様々な分野で力を発揮することがで
きるよう、主体的に学び考える力や心を育てる
指導の充実を図る。

概要

　高齢者等の地域や社会活動への参加を支援し、
多様なコミュニティを創出するほか、ソーシャル
ビジネスやコミュニティビジネス等の取組を促進
し、地域や住民ニーズに合った公共サービスの提
供につなげるとともに、地域住民の交流や多様な
主体の活動拠点となるコミュニティ施設等を適切
に運営することにより、持続的で、自律性の高い
コミュニティを形成する。

　人材の流入を図るため、雇用や生活に係る官民
のネットワークを構築し、地域の魅力発信や移住
希望者のニーズに合ったサービスを提供するとと
もに、適切なフォローアップ等を行うことで、移
住者の定着につなげる。

　関係団体等と連携して、空き家物件の情報収集
を行い、効果的に情報を発信するとともに、各種
施策と連携して既存ストックの流通を促進するこ
とで、良好な住環境を確保する。


